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1Sa-7　　　 民 間 賃 貸 共 同 住 宅 におけ る収 納 スペ ースの 実 態と入 居 者ニ ーズ

一 名古屋都市圏の場合-
田中　勝（山梨大）

研究目的：収納スペースは住宅平面を構成する要素の一つである。生活水準の上昇ととも

に家具や耐久消費財の保有率が年々高まり、またそれらのボリュームも拡大の方向にある。

生活の知恵（住まい方）によりある程度の収納量を確保するとしても、基本的には住戸面

積や家族構成に見合った適正な収納スペースを計画段階から確保しておくべきであろう。
本稿は名古屋都市圏を対象に、①民間の賃貸共同住宅ストックにおける収納スペースの実

態を現行居住水準指標の収納面積値と対比させて検討するとともに、②賃貸住宅入居者の

収納設備に対する評価やニーズの動向について明らかにすることを目的としている。

研究方法：上記①については平成 ５年住宅統計調査・愛知県分データの特別集計を行っ

た。②については最近建設された世帯向け民間賃貸住宅1,300 件を対象に入居者アンケー

ト調査を実施した。調査期間は平成７年２～３月。有効回収率は34. 8% であった。

結果：①名古屋市内の鉄賃アパートストックでは、居住室畳数及び世帯人数の増加ととも

に収納スペースも拡大していく。　しかし２坪以上の収納スペースを備えた賃貸共同住宅は

極めて少ない。②4 人世帯の都市型誘導居住水準（3LDK, 36畳）の収納面積8  inに対して、

現状では１～２坪未満の確保が限界となっている。 ③居住室面積では都市型誘導居住水準

の基準値を満たしでいる場合でも、収納部分については基準値未満の住宅が多い。④現住

宅の収納スペースに対する入居者の不満率は５割を超え、納戸やｳｫｰｸｲﾝｸq- ｾﾞｯﾄ、ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ

等の設置された間取りへのニーズが高い。⑤生活実感からみた収納の最低必要量は延床面

積の約10% であり、これは都市型誘導居住水準で想定した収納面積比率にほぼ等しい。

1 Sa －8 生活用品の管哩の外部化について （その２）
－ トランクルームの利用実態と利用意識 一一

岡山大教育　 冨土田　亮子

目的：近年、生活用品のJ勣口や限られた住空間に伴い、生活用品保管のために、住戸外の

施没を利用する新たな形態力く生まれ、定着しようとしている。このような施設の利用は、

住宅計画や住み方を変えていく要因となる。そこで、生活用品保管施設利用の場合から、

住戸外の施没・設備がこれらの問題をどのように補完していくことが必要であるのか、ま

たどのような利用が適 切であるのかを探り、生活用品の管理上の問題を明らかにする。

研究方法：対象者は大都市と地方都市および住宅タイプによる違いを明らかにするため、

東京、大阪、広島の戸建て、集合住宅に居住の主婦またはそれに代わる者である。調査方

法は留め置き自記法によるアンケート調査で回収は郵送である。有効回収数は288 票で回

収率は91.1％である。調査時期は1996年11月である。
結果：①トランクルームの知名度は9 割弱であるが、利用経験者は少なく１害搦 であり、

レンタル用品に比べ利用率は低い。②利用に抵抗がないが6 割強で、抵抗感は少なし噸 向

である。③利用希望品は家具・贈答品等の未使用品や冷暖房機器・スポーツ用品等の季節

用品で4 割強みられ、日常生活で必要とするものの利用希望は少ないが、新築、増改築時

等の期間を限った再来既のない場合には希望している。④利用希望条件として{対り用価格

、業者の信用、管理の安全性や利用のしやすさ力吐 位にあかっている。⑤収納や置き場所

に困っているものとしては節句人形・オフシーズンの割 侵・布団が５割あり、季節用品の

置き場所の確保の困難さ力礦 える。⑥廓 礎特性や、住宅タイプ特吐は利用希望品に現れて

いる。利用経験者は利用条件について特吐が現れている。
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